
（様式 1）          研究事業評価調書研究事業評価調書研究事業評価調書研究事業評価調書（（（（平成平成平成平成 22222222 年度年度年度年度）     平成 22 年 12 月 24 日作成 

事業区分 
経常研究（基盤） 

一部委託プロジェクト研究※1 
研究期間 

平成 23 年度～平成 26 年度 

（委託研究は平成22～26 年度） 
評価区分 事前評価 

給与飼料による肥育豚の暑熱ストレス低減技術の開発 研究テーマ名 

（副題） （給与飼料の栄養調整により暑熱期における肥育豚の生産性低下※2を防止する。） 

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 農林技術開発センター畜産研究部門・中小家畜・環境研究室 

本多昭幸 

＜＜＜＜県長期構想等県長期構想等県長期構想等県長期構想等でのでのでのでの位置位置位置位置づけづけづけづけ＞＞＞＞    
長崎県総合計画 2 産業が輝く長崎県 

 4 力強く豊かな農林水産業を育てる 

  ⑦ 基盤技術の向上につながる研究開発の展開 
新科学技術振興ビジョン （1）基盤技術プログラム 

ながさき農林業・農山村活性化計
画 

Ⅰ 農林業を継承できる経営体の増大 
  2 業として成り立つ所得の確保 
    ・生産量の増大・安定による農林業者の所得向上 

１１１１    研究研究研究研究のののの概要概要概要概要(100(100(100(100 文字文字文字文字)))) 

肥育豚における夏季の生産性低下を防止するため、飼料中のエネルギーやアミノ酸含量の調節、抗酸化物質

の利用などにより暑熱期に適した栄養管理法を検討し、給与飼料による暑熱ストレス低減技術を開発する。 

研究項目 

①飼料エネルギー調整によるストレス低減効果の検討 

②飼料アミノ酸調整によるストレス低減効果の検討 

③抗酸化物質給与によるストレス低減効果の検討（委託プロジェクト研究） 

④暑熱ストレス低減飼料給与試験（一部委託プロジェクト研究） 

⑤現地実証試験 

２２２２    研究研究研究研究のののの必要性必要性必要性必要性    

１） 社会的・経済的背景及びニーズ 

養豚経営では夏季の暑熱ストレスによる肥育豚の発育遅延が生産性を低下させる大きな要因となっている。

また、このことは年間の豚舎回転率を悪化させ、慢性的な密飼いに伴う飼育環境の悪化が豚の疾病発生を助

長するなど、夏季だけに限らず年間を通して養豚の収益性を大きく損ねている。 

 これまでも暑熱対策は各種講じられてきているが、その多くは強制ファンや細霧噴霧、断熱材の利用など豚

舎内部の温度を低下させる技術が主体であり、それだけでは十分な効果は得られていない。今後更に、地球

温暖化に伴う気温の上昇や暑熱期間の延長等が想定されることから、暑熱ストレス低減による生産性向上対

策はより喫緊な課題となっている。 

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

西南暖地に位置する本県では、夏季の暑熱対策が生産性向上対策として最も重要な課題である。暑熱環境

下での肥育豚の生理反応は明らかにされつつあるが、それに対する給与飼料面からの対策はこれまで実施さ

れていない。技術開発に向けては総合的な対策が必要であり、より実用化に近い研究として研究項目①②を

県単独で、また先進的な基礎的研究である研究項目③を委託プロジェクト研究により実施する。 

３３３３    効率性効率性効率性効率性（（（（研究項目研究項目研究項目研究項目とととと内容内容内容内容・・・・方法方法方法方法））））    

研究 

項目 
研究内容・方法 活動指標  

Ｈ 
23 

Ｈ 
24 

Ｈ 

25 

Ｈ 

26 
単位 

目標 3 
① 

高温環境下で異なるエネルギー含量

の飼料を給与する消化試験※3 

エネルギー調整飼
料効果判定試験 実績  

 回 

目標 3 
② 

高温環境下で異なるアミノ酸含量の飼

料を給与する消化試験※4 

アミノ酸調整飼料効
果判定試験 実績 

 
 

 回 

目標 3 
③ 

高温環境下でポリフェノールを多く含

む有色素米等を給与する消化試験※5 

抗酸化物質効果判
定試験 実績  

 回 

目標 3 
④ 

暑熱期における肥育豚の生産性（増

体、飼料効率、枝肉性状など）調査 

暑熱ストレス低減飼料

給与試験 実績 
 

 
回 

目標 1 
⑤ 実用段階での飼養試験 現地実証試験 

実績 
 

 
回 



１） 参加研究機関等の役割分担 

委託プロジェクト研究において本研究に関係する共同研究機関 

ストレス低減チーム：九州沖縄農業研究センター、佐賀県、熊本県、大分県 

 

２） 予算 
 

財源 
研究予算 
（千円） 

計 
（千円） 

人件費 
（千円） 研究費 

（千円） 国庫 県債 その他 一財 
全体予算 100,524 36,948 63,576 14,000  40,800 8,776 

23 年度 25,131 9,237 15,894 3,500  10,200 2,194 

24 年度 25,131 9,237 15,894 3,500  10,200 2,194 

25 年度 25,131 9,237 15,894 3,500  10,200 2,194 

26 年度 25,131 9,237 15,894 3,500  10,200 2,194 

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 
※ 人件費は職員人件費の見積額 
 

（（（（研究開発研究開発研究開発研究開発のののの途中途中途中途中でででで見直見直見直見直したしたしたした事項事項事項事項）））） 

４４４４    有有有有効性効性効性効性    

研究 

項目 
成果指標 目標 実績 

Ｈ 
22 

Ｈ 
23 

Ｈ 
24 

Ｈ 
25 

Ｈ 
26 

得られる成果の補足説明等 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

暑熱ストレス低減技術の開発 

肥育豚の増体量改善 

1 件 

5% 

 

 

 

    
○ 

○ 
暑熱環境下での生産性向上 

１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 

現状の強制ファンや細霧噴霧を用いた暑熱対策以上の効果を得ようとすれば、空調を完全に制御できる

ウインドレス豚舎が必要となり、多額の設備投資が必要となる。飼料費の高騰や豚価低迷により厳しい養豚

経営の中で、給与飼料により暑熱ストレスを低減できれば、新たな設備投資の必要がなく、すべての農家で

採用できる技術となる。 

 

２）成果の普及 

■研究成果の社会・経済への還元シナリオ 

地域養豚研究会等を通して生産者への技術提供を積極的に行う。 

また、技術を採用した農家へは県関係機関と連携した技術支援を実施する。 

 

■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 

・暑熱期の生産性改善による養豚の収益性の向上 

・出荷日数の短縮による生産費低減額（H19 肥育豚生産費調査（九州）より） 

33,153 円/頭（肥育豚 1 頭当たり生産費）×3 日（出荷頭数の短縮）/201 日（販売日齢） 

×36.2 万頭（H19 県年間出荷頭数）×3/12（7,8,9 月の 3 ヶ月）≒4,500 万円 

・事故率の低減により出荷頭数が 1%増加した場合の販売額の増加 

36.2 万頭×101％≒36.6 万頭 4,000 頭（増頭分）×34,491 円≒14,000 万円 

（（（（研究開発研究開発研究開発研究開発のののの途中途中途中途中でででで見直見直見直見直したしたしたした事項事項事項事項）））） 

    



（様式 2）                       研究評価研究評価研究評価研究評価のののの概要概要概要概要    

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

事 

 

前 

（22 年度） 

評価結果 

(総合評価段階：Ｓ) 

・必 要 性 S 

夏季の暑熱ストレスによる肥育豚の生産性低下は

養豚の収益性を悪化させる大きな要因であり、豚舎運

営にも影響を来す夏季だけに限らない年間を通した

問題でもある。地球温暖化に伴う気温の上昇や暑熱

期間の延長は今後より深刻化することが想定されるこ

とから、早期解決が望まれる課題と言える。 

・効率性 S 

飼料中の①エネルギー、②アミノ酸、③抗酸化物質

、と3方向からのアプローチを実施しすることで、着実

に成果を得られるよう研究を計画し、それに連動して

肥育試験を実施することで、生産現場での効果の実

証も可能としている。また、先進的な③抗酸化物質に

関する研究においては山形大学を中核機関とした委

託プロジェクト研究で実施するなど、より効率的な研

究体制を整えている。 

・有効性 S 

多額の設備投資を必要とせず、飼料の栄養管理と

いう通常の飼養管理の範囲内でできる暑熱ストレス低

減技術であることから、すべての農家で対応可能な技

術となり得る。技術が開発されれば、生産性向上に大

いに貢献する。 

・総合評価 S 

暑熱期の生産性が改善されれば、肥育日数の短縮

による飼料費低減のような直接的な効果と併せて、豚

舎の回転率が向上することで衛生面も良好になる等

の間接的なメリットも大きい。また、厳しい養豚経営の

中で、設備面でのコスト負担を強いることのない給与

飼料による暑熱ストレス低減技術は生産者のニーズ

も高く、技術が開発されればその波及効果も大きい。 

 

（22 年度） 

評価結果 

(総合評価段階：A) 

・必要性 S 

 西南暖地の養豚経営で最大の課題である暑熱対策

については，現場ニーズが高い。また，これまでの畜

舎対策とは異なり大きな投資のいらない給与飼料面

からのアプローチとなっており，養豚経営の改善のた

めにも本研究の成果に大いに期待する。 

 

・効率性 A 

 国，各県との分担研究及び現地肥育試験を組み合

わせた研究設計になっており，効率的な計画となって

いる。今後，各県の研究成果も十分活用しながら，多

面的な研究が進むものと思われる。 

 

 

 

 

・有効性 A 

 低コストで普及性の高い新たな暑熱対策として飼料

給与技術が確立されれば，養豚経営の生産性向上な

どに大きく貢献でき，有効性は高い。 

 

 

・総合評価 A 

 近年の温暖化の中，農家が容易に利用できる新し

い総合的な技術の確立が期待されている。本研究で

は，従来の対策とは異なる視点での取り組みであり，

実用化されれば，施設整備や管理費などのコスト低

減と家畜の生産性の両面から経営改善が図られるこ

とになり研究の成果が期待される。 

 対応 対応 

 暑熱対策は養豚経営の良否に直結することから，生

産現場でのニーズが高い課題となっている。飼料栄

養に関する最新の研究知見を応用しながら，より効率

的な研究開発に取り組む。 

 

 

途 

 

中 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：  ) 

・必 要 性 

 

・効 率 性 

・有 効 性 

・総合評価 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 



   

・総合評価 

 対応 対応 

 

 

事 

 

後 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 



■総合評価の段階 
平成平成平成平成２０２０２０２０年度以降年度以降年度以降年度以降    
（事前評価） 

Ｓ＝積極的に推進すべきである 
Ａ＝概ね妥当である 
Ｂ＝計画の再検討が必要である 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげており、継続すべきである 
Ａ＝計画どおり進捗しており、継続することは妥当である 
Ｂ＝研究費の減額も含め、研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究を中止すべきである 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の成果をあげた 
Ａ＝概ね計画を達成した 
Ｂ＝一部に成果があった 
Ｃ＝成果が認められなかった 

 
平成平成平成平成１９１９１９１９年度年度年度年度    
（事前評価） 

Ｓ＝着実に実施すべき研究 
Ａ＝問題点を解決し、効果的、効率的な実施が求められる研究 
Ｂ＝研究内容、計画、推進体制等の見直しが求められる研究 
Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 
Ｓ＝計画を上回る実績を上げており、今後も着実な推進が適当である 
Ａ＝計画達成に向け積極的な推進が必要である 
Ｂ＝研究計画等の大幅な見直しが必要である 
Ｃ＝研究費の減額又は停止が適当である 

（事後評価） 
Ｓ＝計画以上の研究の進展があった 
Ａ＝計画どおり研究が進展した 
Ｂ＝計画どおりではなかったが一応の進展があった 
Ｃ＝十分な進展があったとは言い難い 

 
平成平成平成平成１８１８１８１８年度年度年度年度    
（事前評価） 

１：不適当であり採択すべきでない。 
２：大幅な見直しが必要である。 
３：一部見直しが必要である。 
４：概ね適当であり採択してよい。 
５：適当であり是非採択すべきである。 

（途中評価） 
１：全体的な進捗の遅れ、または今後の成果の可能性も無く、中止すべき。 
２：一部を除き、進捗遅れや問題点が多く、大幅な見直しが必要である。 
３：一部の進捗遅れ、または問題点があり、一部見直しが必要である。 
４：概ね計画どおりであり、このまま推進。 
５：計画以上の進捗状況であり、このまま推進。 

（事後評価） 
１：計画時の成果が達成できておらず、今後の発展性も見込めない。 
２：計画時の成果が一部を除き達成できておらず、発展的な課題の検討にあたっては熟慮が必要である。 
３：計画時の成果が一部達成できておらず、発展的な課題の検討については注意が必要である。 
４：概ね計画時の成果が得られており、必要であれば発展的課題の検討も可。 
５：計画時以上の成果が得られており、必要により発展的な課題の推進も可。 

 


